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（担当：企画総務部）
労金活動にかかる新たな支援策の活用について
　日頃から職場・地域でのご奮闘に対し心より敬意を表します。

　さて、道本部は、第55回定期大会を開催し、向こう１年間の運動方針を確立してきました。方針における自主福祉活動については、労働金庫の取り組みをはじめ新たな支援策が労金推進委員会で確認されたことから、産別としての活用を図るために道本部として、労金営業推進部と連携して計画を策定（参考を参照）してきました。

　この支援策は、産別における労金推進計画に基づく説明会や学習会の場の設定にかかる関係諸費用に対して、費用の助成が行われるものです。
　つきましては、これからの時期、各単組・総支部における定期大会や学習会などの運動の展開が進められると考えますので、その際、労金活動の推進をはかるために支援策の有効活用をお願いいたします。
記

１．基本的な考え方

　　　新たな支援策は、労金運動の一層の強化を目的に、職域活動費として予算化されているものです。会員の活動に対し費用助成を行うことによって、会員活動の活性化を目指すこととしています。
したがって、会員に費用助成を行う場合は、「目的および推進課題の明確化と、プラスαの取り組みに対し到達目標の設定」が必要となり、産別自治労として、道本部が総体的な計画を立てています。
２．費用助成の対象

　　　自治労道本部構成単組・総支部が対象となりますが、本活動費については原則、産別・道本部等の指示に基づくタテの運動経費が対象とされています。よって、道本部で確認した計画に沿った取り組みを進めることで、単組・総支部での活用が可能となります。

　　　労金とは、学習会・説明会の開催と大会などで説明の場（いずれも30分程度）を設定することで費用助成が受けられることを確認しています。
３．支出の限度額の支出項目
　　　参加組合員一人あたり2,000円が上限です。また、予算の範囲内で多くの会員に活用を求める意味から、支出項目については、会場代や食事代・書類の印刷費等とされています。参加組合員数による算出が困難な活動については、実費に基づき負担割合を調整することとしますが、旅費・懇親会費については、基本的に本活動の支出対象外としています。

　　　費用助成については、関係支店などと調整の上、実施に努めてください。
４．活用方法

　　　費用助成を希望する場合は、関係する支店・出張所と連携を取りながら進めてください。道本部を経由した助成希望ではありませんので、注意願います。

　　　なお、各支店・出張所には、本店営業推進部から支援策の活用について、指示されているため、労金担当者が、単組・総支部に支援策の活用についてＰＲに伺うことになると思いますので、対応のほどよろしくお願いします。
５．その他

　　　単組において、会員（出資金の支出が必要）になっていない場合は、組合員が労金を利用する際に様々な恩恵を受けられますので、会員への登録などの取り組みもお願いします。

　　　不明な点は、道本部企画総務部：山木まで連絡をお願いします。
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以　上
	（参　考）

自治労北海道本部「新たな会員活動支援策」活用計画
■到達目標の設定について

（１）財形新規加入件数の増加

13地本合計の財形契約実績（2013年5月末付）ならびに2012年度財形新規実績を勘案し、契約件数の5％アップを到達目標と設定する。


（２）ろうきん支店がない地域における構成単組との関わり強化

　　　　これまで以上に構成単組とろうきん各支店の連携を強化することはもとより、ろうきん支店がない地域における構成単組との関わりを強化する。

　　　　具体的には、各種機関会議への積極的な参加や、職場推進委員会の設置に向けた取組み等、ろうきん運動の前進を図る。


13地本合計財形契約実績（2013年5月末付）　　　43,177件（財形貯蓄3種目合計）


到達目標　43,177×5％＝2,158件


【参　考】


2012年度新規実績　1,508件（財形貯蓄3種目合計）


よって、昨年度対比　+650件











